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令和元年９月５日 磐梯町９月定例議会所信表明 

 

皆様、おはようございます。 

令和元年度 磐梯町議会 9 月定例会の開会に当たり、私の町長就任後 初めての定例議会となり

ますので、所信を申し述べさせていただきます 。 

 

先の選挙におきましては、町民の 皆様の温かいご支援のもと、無投票にて当選をさせていただき

磐梯町長の重責を担うことになり、身の引き締まる思いとともに、先輩たちが築き上げられた磐梯町を

さらに発展させ、誰もが住んでよかったと誇れる磐梯町の構築に全力でまい進してまいる所存でござ

いますので、議員各位並びに町民の皆様に一層のご理解とご協力をお願い申し上げる次第でありま

す。 

 

さて、現在、どの自治体も少子高齢化、人口減少対策、財政など数多くの課題を抱えながら、各施

策に工夫をこらし、魅力あるまちづくりにするべく取り組みをしております。 

わたくしは、この磐梯町で生まれ、この町に育てられました。 

わたしたちが暮らしているこの町に、自分のお子さんやお孫さんがこの町を好きになって、将来にわ

たって住んでくれることが、町民みなさんの望んでいる町の将来像だと考えております。 

この「自分たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力あるまちをつくる」ために、その先頭に立って全

身全霊で取り組む覚悟でございます。 

 

 はじめに、これからのまちづくりとして、今日まで先人の方々が築いてきた、歴史・文化を継承し、ま

た各分野における事業展開を踏まえつつ、検証をしながら継続や見直し、そして新たな取り組みを追

加した中で、町の将来像実現に向け、「共創協働のまちづくり」を基本に据え、「３世代が楽しめる場づ

くり」・「やりがいのある仕事づくり」・「充実した暮らしづくり」の 3 つを柱にまちづくりを推進してまいりたい

と考えております。 

  

１つ目が、「３世代が楽しめる場づくり」です。 

 現在、町の保有する施設は６４施設１４３棟ございます。 

 これら公共施設について、親子世代には生きがいが持てる施設に、子世代には趣味が楽しめる施

設に、孫世代には安心して勉強や託児等ができる施設にすべく、町民の意見を取り入れながら、３世

代が「楽しめる場」になるよう対応していきたいと思っております。 

しかしながら、平成２９年３月町公表の「磐梯町公共施設等総合管理計画」では、これらの施設は

４６,７８４m2 にも及び、減価償却費を含めた公共施設のフルコスト（運営コスト＋減価償却費）は年間

で 7.2 億円と試算されており、このままの状況では今後の修繕整備にも大きなコストが発生し、その維

持はこの人口減少の中、非常に大きな負担になってきています。 

このまま公共施設等を全て保有し続けた場合、今後 40 年間で必要な更新費用は 349.8 億円、

年平均 8.7 億円となる試算が出ています。 

  公共施設の目的、利用状況（稼働状況）を早急に調査して、施設の統廃合を含めた運営の見

直しや民間委託などによる改善を図り、そして今後とも持続可能な施設として利活用が図られるよう

にして参りたいと考えております。 
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 なお、現在懸案となっております「ふれあいセンター」の運営につきましても、早急に検証のステッ

プを踏みながら、町の方針を示していきたいと思います。 

 

２つ目は、「やりがいのある仕事づくり」です。 

磐梯町の平成２７年度の夜間人口（常住地人口）は３，５７９名に対して、昼間人口（従業地・通学

地集計）は４，５１２名になっており、昼間人口比率は１２６．１％と県内でトップクラスとなっています。 

このように磐梯町には歴史ある日曹金属とともに、曹鉄メタル、シグマ、アルツ磐梯など、製造業か

らサービス業まで、さらに町の主要産業である農業を含めると幅広い業種があります。 

町の企業数は平成２８年度総務省統計によると１２２事業所が存在し、その従業員数は２，５７２名

となっております。 

これだけの企業があり、しかも従業員が雇用されている事実があります。 

これは、他市町村と比較しても大きなポテンシャルを秘めていると言っても過言ではありません。 

町内の優良企業と連携しながら、東京、仙台、新潟などの大都市で合同説明会を実施し、都会へ

出た若者に魅力ある働き場を紹介することでＵターンをはじめ、Ｉターン、Ｊターンを誘導させる仕組み

づくりを構築し、定住人口対策にもつなげていく考えです。 

 

次に、町の基幹産業である農業振興であります。 

今までの日本の農業は作れば売れる（買い取ってもらえる）時代であったと思います。 

従って、品種とか売り方とかも均一化されてしまっていて、付加価値が低く、そのため価格も上がら

ないというジレンマに陥っていました。 

しかしながら現在、品種開発などにより各県、各地域が野菜やお米のブランド化に取り組んでおり、

ブランド化が成功した地域では農産物は高価格で売買され、その地域の農業所得は大幅に改善され

ております。 

わが町磐梯においても法正尻地区はほうれん草栽培において大きな成功を収めております。 

そのほうれん草は魅力ある商品として、ＪＡが全量買い取り、県内外に出荷しております。 

この地区の農業所得は高く、後継者も自宅に残り農業が継承されている模範となる成功事例であり

ます。 

町でも農産物ブランド化推進会議を立ち上げ、農産物のブランド化を推し進めており、またブランド

化に向けた補助制度も設定しております。 

わたしは、このブランド化とともに ノウハウを持つ「ＪＡ会津よつば」との連携を強化して、生産体制

のサポートや販売連携を進めていきたいと考えております。 

また、同時に直販体制の強化として道の駅ばんだい野菜コーナーの充実や、ふるさと納税への返

礼品としての利用強化、周辺宿泊施設での営業活動、関係人口に対してのweb販売強化などを推し

進めていきたいと思います。 

最も大切な農業従事者の生産体制へのサポートですが、新規就農者には地域おこし協力隊＋新

規就農支援制度を活用して、自立、自走可能な体制を整備し、認定農業者に対しては国・県・「ＪＡ

会津よつば」及び関係団体との連携強化により、営農指導や各種サポート、そして販売網の確立によ

り安定収入を図り、農業継続が可能な体制づくりを進めます。 

この様な体制づくりは定住人口増対策へも繋がるものと思っております。 

一方、新たな農業課題として鳥獣害対策が重要になってきています。 
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現在電気柵の補助をしておりますが、基本的な方針として、町内の農地は電気柵で守り、山林隣

接区域では緩衝帯の整備や追い払い及び捕獲を進め、居住地や農地に寄せ付けない戦略を進めて

参ります。 

現在磐梯町に来場している観光客は道の駅ばんだいに１００万人、星野リゾートアルツ磐梯に約１５

万人、磐梯山温泉ホテル及び七ツ森へ約７万人、そして慧日寺資料館及び史跡慧日寺跡に約２万

人が来場しています。 

この観光来場者は各々単体の施設としての集客であり、それぞれの施設間において簡単な連携は

ありますが、面としてのそれぞれの施設が一体として連携しているわけではありません。 

非常に勿体無い状況であり、特に道の駅ばんだいからの動線が可能な史跡慧日寺においては、道

の駅来場者の１０％程度（１０万人程度）を集客できる可能性は大いにあると思います。 

道の駅ばんだいを観光の拠点として観光案内やツアーディスクの設置、ガイドツアーの実施など、イ

ンバウンドも見据えた周遊観光の拠点化とすることで、通過型から滞在周遊型へ進化させていきま

す。 

一方、歴史まちづくり事業で進めてきました慧日寺門前町の整備ですが、地元住民がどのように考

え、進めていきたいかを再度よくヒアリングし、住民が主体性を持った開発を進めていきたいと考えて

います。 

さらには、知名度が高い「星野リゾート」とどのように連携していくかですが、すでに冬期間の集客が

厳しい道の駅ばんだいは星野リゾートアルツ磐梯の連携を進めており、スキー客が立ち寄る動機にな

っています。 

今後は、スキー場の機能も含めた連携ができればさらに来場者の立ち寄る可能性も高まるものと

思います。 

星野リゾートアルツ磐梯との連携をさらに進めていくよう指導して参ります。 

 福島県内を訪れる外国人観光客（インバウンド）は昨年震災前を超えました。 

この冬期間に磐梯山温泉ホテルに宿泊したインバウンドはなんと６０００人泊（延べ宿泊数）を超え

ました。 

そのうちの５０００人が台湾人であり、残りの１０００人のうち約半分がオーストラリア人です。 

このように新しい集客チャネルとしてインバウンドを見据える時代になりました。 

町のインフラにおいてもインバウンド対策を強化していくことを考えております。 

 

次に本町と関係する人口を増やす『関係人口の創出』も重点テーマに掲げていきます。 

関係人口とは移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わ

る人々を指す言葉であり、地域にルーツがあったり、過去に勤務や住んでいたり、ソーシャルネットワー

クでつながっていたりという町に何らかの関わりがある人たちです。 

なかなか定住人口を一気に増やすには大きな費用と時間、そして労力がかかりますが、関係人口

を増やすには大きな費用はかかりませんし、今のインターネットなどのテクノロジーを活用すれば国内

だけにとどまらず、全世界に磐梯町ファンを増やすことが可能です。 

わたしはこの交流人口を会津若松市同様の１０万人を目指していきたいと考えています。 

今後どのような方法で交流人口を増やしていくのかは、別途提案していきたいと思います。 

それではなぜ関係人口を増やしていくのかですが、関係人口とは本町ファンを開拓する仕組みで

あり、そのファンの皆さんと情報共有や連携を強化することで、本町産の農産物や商品を購入してい
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ただいたり、ふるさと納税へつながる可能性も高くなります。 

また首都圏などで行うフェアなどは、そのファンを来場させる手段として、さらには交流人口拡大に

つなげることが可能になるものと考えております。 

そしてそのうちの数％でも最終的な定住へとつながっていくことができれば大きな目的も達成可能

になるものと思います。 

その第一歩となる「テレワーク事業」が七ツ森センターで始まりました。 

今年 3 月には「テレワーク」（テクノロジーを活用し、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方）の活

用をいち早く実践する一般社団法人 Living Anywhere と連携し、その中核企業である株式会社

LIFULL と七ツ森センター活用のための指定管理者契約を締結しました。 

株式会社LIFULL推し進める Living Anywhere Commons の拠点第一号となる七ツ森センターでは、

快適なWi-Fiや電源などが完備したワークスペースと、長期滞在可能なレジデンススペースを兼ね備

え、首都圏などから自然や新しい活動を求めた色々な職業の方々が交流する場になります。 

さらにそこでの地元住民との交流や、スタートアップ企業の展開などが生まれることと期待していま

す。 

 

３つ目が、「充実した暮らしづくり」です。 

磐梯町の人口は８月末現在３，４６２人と３，５００人を下回りました。 

人口減少に至る原因は、さまざまな社会的事象が複雑に絡み合っており、１つの課題を解決すれ

ば克服できるという単純な問題ではありません。 

磐梯町は、昭和３０年代には人口が７，０００人以上を数えましたが、現在は３，５００人を割ってお

り、ピーク期と比べ半分以下に減少しているのが実態です。 

平成２８年３月に作成した「磐梯町まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、２０年後の２０４０年度に

は３，０００人を割り込み２，８２５人になるとの予測が示されています。  

町民は、本町における〝力の源泉〟と言っても過言ではありません。 

人口減少に歯止めを掛けるには、まず住んでもらう住宅の確保が不可欠です。 

現在、本町では売家や賃貸物件が慢性的に不足している一方、町内にある住宅約１，２００戸の約

１０%が空き家となっています。 

これらの点を踏まえ、住宅不足の解消に向けて空き家対策と住宅供給をリンクさせることが何より

重要であると考えます。 

今後は、本町と提携を結ぶ大手ネット不動産会社と連携を図りながら、空き家を活用した住宅整備

事業を鋭意進め、喫緊の課題である住宅不足の解消を目指します。 

一方で既存の若者住宅や若者定住住宅ではお子さんの成長により、入居条件年齢を超えてしまう

可能性が今後数年で発生してきます。 

また、企業に勤務する従業員向けの賃貸アパートがなく、町内企業従業員が定住する可能性自体

も無くしてしまっています。 

早急に官民連携による住宅地開発や民間による賃貸アパート供給に対して具体的なアクションを

起こしていきたいと思います。 

 

定住人口を増やすためには、充実した生活を送れる環境づくりが非常に重要です。 

人が暮らしていくためには「衣・食・住」が必要だと言われておりましたが、より充実した生活を送るた
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めには、現在において医療を加え「医・食・住」と言われる時代になりました。 

先ほどまでは住宅の確保について説明しておりましたが、残り２つの充実も非常に重要であります。 

まずは日々の生活で必要な食分野でありますが、昭和初期当時の磐梯町大寺地区における商店

数は３００店舗を超えていました。 

現在、その店舗数は１０店舗を切った状況になっております。 

また、昨年３月末には町唯一のショッピングセンターである「You・ゆー」が閉店いたしました。 

この原因の大きな理由は人口の減少によるものでありますが、車の普及などによる交通機関の発

達による行動範囲の広域化や高速道路や地方道の整備による物品流通網の発達により、商品の流

通は都会も地方も大きく変わらない状況になっています。 

要するに町民の皆さんはより、魅力的な店舗に流れていくか、ネットや通販で商品を選択購入する

時代になりました。 

このような時代にあって、地域の商業ネットワークをどのように整備するべきでしょうか。 

価格が安く、安定した食材を提供する大手スーパーに対抗することが果たしてできるのでしょうか。 

一方で「道の駅ばんだい」の野菜コーナーは飛ぶように売れています。 

町外から野菜を買いに来る人で溢れています。 

道の駅ばんだいの売りは「朝採り新鮮」「生産者の顔がわかり安全」「中間業者を挟まないので安価」

この３つの大きな魅力により、大手スーパーに勝る付加価値を提供していると考えています。 

要するに他競合先に勝てる付加価値が提供できれば、この町にでも魅力的な商業施設が立地可

能であり、わたしはこの道の駅の成功事例にならって、磐梯町においても町内外からのお客様が立ち

寄ってもらえる魅力的な商用施設の検討を住宅供給と同時に進めていきたいと考えております。 

 

わたしたちがこの町に暮らしていく上で、日常生活に直結しております、上下水道や道路等のインフ

ラ施設の安全安心なる確保と交通安全・防犯などの治安や防災に対する備え等については、最も基

盤となるものであり、町民の協力なしでは維持できないものであります。 

人口対策を展開する上でも、子や孫たちも将来にわたって住み続けるためにも、きめ細かな対応

や強化、体制づくりを継続して行くことが、肝要であると考えております。 

 

次に医療分野ですが、わたしは町民全てに健康カルテをつくり健康維持のための仕組みを整備す

るという公約を掲げました。 

厚生労働省が推し進める「データヘルス改革」に根ざした提案ですが、健康情報から医療情報まで

のデータを一本化し、誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現を図ることを目的としております。 

わが磐梯町においても、町独自の健康診断情報や国民健康保険情報、そして国県が持つ社会健

康保険情報組み合わせて、磐梯町における町民健康状況の現状を把握し、健康医療の推進や個々

に対してより具体的な提案を行うことにより、町民の健康寿命を高めていき、充実した生活が過ごせる

よう進めていきたいと思います。 

  

 先日、ある企業の社長から社員に転勤を命じる時に単身になるか家族とともに転居するかは、子ど

もの教育環境であるとの話をお伺いしました。 

このように定住化を企業とともに推し進めるにあたっては町の教育環境は最も重要な条件であると

認識しております。 
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我が磐梯町は幼小中一貫教育を推進しており、特に英語教育においては、文部科学省は５割を目

標としている英語検定では平成３０年度において中学３年生で３級以上が６１％という国内でも有数の

レベルを誇っております。 

しかしながら、わたしは子どもたちが将来に向けて職業選択肢を増やすことができる視野を広げるた

めに必要なスキルを目標とすべきではないかと考えております。 

英語教育では現在、級を取ることを目標に掲げておりますが、できれば日常英会話ができるような

実践性の高い英語教育を進めることで世界を見据えた教育を提供できるのではないでしょうか。 

今後の方向性については教育長及び教育委員会との議論を重ねていきたいと思います。 

また、６月３日に磐梯版ネウボラ推進プロジェクトチームが発足、スタートいたしました。 

「磐梯版ネウボラ」は、妊娠から義務教育終了まで、町の全ての子どもを対象にして、一人一人の

子どもの成長にしっかりと寄り添うことに特徴があります。 

妊娠期の不安や悩み、乳幼児期の発育 ･ 発達に関する心配、交友関係、学習の問題、社会性

の発達に関わることなどについて一緒に考え、成長を共に喜び合うのが磐梯版ネウボラです。 

メンバーには幼稚園・こども館・第一第二小学校・中学校関係者に加えて子育て支援包括センター

（保健福祉センター）の保健師も加わり、妊娠時からワンストップでサポートできるのが特徴です。 

現在、個別の教育支援計画の様式を整備するなど磐梯版のネウボラファイルの作成に着手してい

ます。 

今後も具体的な計画について策定を進めていきます。 

 

 

これら、３つの施策を実現するためにも、財政対策が必要不可欠となっております。 

 

現在磐梯町の一般会計地方債現在高は前年度末で約７０億円となっております。 

そのほとんどが交付税措置のある過疎債が占めておりますが、今年度の公債費は約７．３億円と、

町の直接負担額も大きく、この厳しい状況は６、７年続く見通しであり、早急な財務構造改革が必要で

あります。 

財務構造改革には歳出削減策と財政増収策がありますが、まず歳出削減策として早急に取り組んで

いきたいのが、町が所有する公共施設運用計画の見直しです。 

  

また、歳入を増やすためには、「ふるさと納税」の積極的活用が重要となります。 

平成２９年度の磐梯町のふるさと納税額は３２０万円でありましたが、商品ライナップの追加展開や

ふるさと納税webサイトへの追加掲載により、平成３０年度は２,３５４万円と、その額は約８倍となりまし

た。 

ふるさと納税制度のもともとの趣旨はそのまちのファンになってもらうことだと思います。 

磐梯町を知り、磐梯町に来訪してもらうことを大前提に返礼品開発を行うことが安定した税収を産

む結果になると考えています。 

返礼品に農産物やお酒などの町特産品をはじめ「星野リゾート アルツ磐梯 ホテル宿泊券」など

を取りそろえておりますが、今後は農業体験などの来場促進の追加策や魅力ある町の商品のライナッ

プを追加しながら、納税額２億を目標に向けた取り組みを展開してまいります。 

そして、町の関係人口や交流人口増の促進とともに町活性化のため行なっていく事業に対してもガバ
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メントクラウドファンディング（寄付を地域活性化に繋げるふるさと納税制度を活用した寄付の方法）を

活用して町活性化に伴う新規事業をサポートしていきたいと考えております。 

 

そして、行政の効率化を図ることも、財政対策の一貫と考えます。 

そのため、人に優しいテクノロジーのまちへの挑戦をしたいと思います。 

磐梯町が目指す「自分たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力あるまち」を実現するためには、議

会はもとより町民のご理解とご協力が不可欠であり、町民の声を聞き、また行政も丁寧な説明をする

など、互いにコミュニケーションが出来る場面を設け、町民と行政が同じ目標を共有し、実行し、確か

め合う「共創協働のまちづくり」を実現していくことが重要であると考えております。 

そしてその手段として、国が進める行政の電子化と地域・社会の最適化の取り組みと軌を一にしな

がら、「人に優しいテクノロジー」も積極的に活用してまいります。 

その具体的な取り組みとして、外部の人材・団体・企業の活用、職員の意識啓発と庁内の組織体

制の整備、そして全ての町民が人に優しいテクノロジーの恩恵を受けられる環境の整備を進めてまい

ります。 

まず、外部人材・団体・企業の活用については、外部の専門家の知見を活用しながら、町の様々

な社会関係資本を民間の団体・企業にも活用し、協働していただくことで、町の課題の解決や産業の

創出を推進してまいります。 

 

次に、職員の意識啓発と庁内組織の整備については、政府が推進する行政の電子化を担える職

員を育成すると同時に、行政の電子化と地域・社会の最適化を俯瞰的に対応する最高デジタル責任

者いわゆる自治体CDOの設置も検討します。 

最後に、町民が人に優しいテクノロジーの恩恵を受けられる環境整備については、全ての町民が行

政の電子化と地域・社会の最適化の恩恵を受けられるよう、誰一人取り残さない丁寧な啓発活動等

を進めてまいります。 

小さな町であることを逆に強みと捉え、日本で最も人に優しいテクノロジーを活用する町として、町

の社会課題解決や活性化に挑戦していきます。 

 

 むすびに、冒頭でも申し上げましたが、先輩たちが築き上げられた磐梯町をさらに発展させ、誰もが

住んでよかったと誇れる磐梯町、次世代へ繋がる磐梯町の構築に全力でまい進してまいる所存でご

ざいますので、議員各位並びに町民の皆様に一層のご理解とご協力をお願い申し上げ、９月議会に

あたりわたくしの所信表明といたします。 


